
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業一覧（2023（令和5）年度） ※担当課については2023（令和5）年度時点の名称です。

住民税非課税世帯等に対す
る電力・ガス・食料品等価格
高騰緊急支援給付金【低所
得者世帯給付金】＜事業費
＞

新型コロナウイルス感染症拡大による影響により電力・ガ
ス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、速やかに
生活・暮らしの支援を受けられるよう、住民税非課税世帯に
対して１世帯当たり３万円の現金を給付する。

166,230
低所得者世帯に、生活費等に対する支援ができた。
　支給実績世帯数　5,541世帯

地域福祉課

住民税非課税世帯等に対す
る電力・ガス・食料品等価格
高騰緊急支援給付金【低所
得者世帯給付金】＜事務費
＞

新型コロナウイルス感染症拡大による影響により電力・ガ
ス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、速やかに
生活・暮らしの支援を受けられるよう、住民税非課税世帯に
対して１世帯当たり３万円の現金を給付する。

13,380

給付金事務を滞りなく実施することができた。
　事業委託料　4,968,128円
　システム委託料　7,793,060円
　口座振替手数料等　618,200円

地域福祉課
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住民税非課税世帯等に対す
る電力・ガス・食料品等価格
高騰緊急支援給付金【家計
急変世帯分】

新型コロナウイルス感染症拡大による影響により電力・ガ
ス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、速やかに
生活・暮らしの支援を受けられるよう、家計急変世帯に対し
て１世帯当たり３万円の現金を給付する。

1,920
新型コロナウイルス感染症拡大による影響等により家計が
急変した世帯に対して支援ができた。
　支給実績世帯数　64世帯

地域福祉課

3 給食費の補助
新型コロナウイルス感染症拡大及び原油価格、物価高騰に
よる小中学生の子育て世代へ、給食費のうち１食あたり40
円分の負担軽減を行う。

36,795 子育て世帯に対する経済的な支援策として、1食あたり40円の減額を行った。
学校教育課（給食セン

ター）

4
生活困窮者緊急生活支援事
業

新型コロナウイルス感染症拡大及び原油価格、物価高騰に
よる生活困窮世帯に対し、緊急的生活支援物資の調達及
び支給対象者向けの生活支援相談窓口への案内を行うこ
とで生活を支援する。

15,469

令和5年7月から令和6年1月の間に生活困窮世帯に生活支
援物資を提供し、また相談窓口等の案内をすることにより、
生活を支援できた。
　生活支援物資提供件数　延べ2,198件（4回実施）

地域福祉課

5
給食費の材料費高騰対応事
業

新型コロナウイルス感染症拡大及び原油価格、物価高騰に
よる給食費の現状価格維持を行う。 57,261 給食費の価格を維持し、給食の質を落とさず提供することができた。

学校教育課（給食セン
ター）

6 小規模店舗利用促進事業
新型コロナウイルス感染症拡大及び原油価格・物価高騰等
の影響を受ける家庭及び事業者支援のため、市内の店舗
で利用可能割引券を市民一人当たり1,000円分配付する。

63,316

物価や光熱費等の高騰による影響を受けた市民の負担を
軽減するとともに、小規模事業者の経営と新たな顧客獲得
を支援するため、市内店舗で使用できる割引券を配布した
ことで、86.1%の利用率となり、市内小規模店舗等での消費
に繋げることができた。

産業支援課

7
保育所等への給食費支援事
業（通常交付金分）

新型コロナウイルス感染症拡大による影響及びエネル
ギー・食料品等の物価高騰の影響を受ける保育所等（認可
保育園及び認可外保育施設）への支援として、給食費の現
状価格維持のため、1食あたり60円分の費用負担を行う。

4,285
物価高騰の影響を受けながらも利用児童に対して安定的な
給食を提供することができた。

こども保育課

8
高齢者タクシー運賃助成事
業

新型コロナウイルス感染症拡大による影響及び物価高騰等
によるタクシー事業者への支援及び高齢者の移動機会の
向上を図るため、市内在住の80歳以上を対象にタクシーの
初乗り運賃（500円/1乗車を16枚）分の費用負担を行う。

1,880

2023年11月～2024年2月にかけて実施
○申請者数 843人
○総利用枚数 3,760枚
申請者アンケートを通し、大変好評であった。タクシー事業
者の支援や高齢者の移動支援にも期待通り寄与しており、
令和6年度についても継続して実施していく。

企画政策課

9
指定管理者光熱水費高騰支
援事業

新型コロナウイルス感染症拡大による影響及びエネル
ギー・食料品等の物価高騰の影響を受ける公の施設の指
定管理者への支援として、施設運営に支障が生じることの
ないよう、支援金を交付する。（リスク分担において、光熱水
費等物価高騰分は指定管理者負担となっている事業者が
対象）

4,504

福祉体育館等　4,286,000円
文化広場（勅使会館）218,000円
光熱費を支援することにより、支障が生じることなく施設運
営を行うことができた。

生涯学習課
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担当課事業実績及び効果等Ｎｏ 事業名 事業の概要（目的・効果）
総事業費
（千円）


